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デイサービスセンターひばりヶ丘 重要事項説明書 

指定通所介護 

介護予防・日常生活支援総合事業 

第1号通所事業（介護予防通所介護相当サービス） 

 

指定通所介護の提供に当たり、事業所の概要や提供されるサービスの内容、利用上の留意事項等の重

要事項について次の通り説明します。 

 

１ 事業の目的と運営方針 

社会福祉法人青燈会（以下「事業者」という。）が開設するデイサービスセンターひばりヶ丘（以下

「事業所」という。）は、介護保険法令に従い、事業所の従業者等（以下「従業者」という。）が要介

護状態、若しくは要支援状態と認定された利用者に対し、その利用者が可能な限りその居宅において、

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、

必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機

能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図ることを目的とします。 

 

２ 事業者（法人）の概要 

事業者（法人） 社会福祉法人青燈会 

所在地 〒311-0105 茨城県那珂市菅谷528番地 

代表者 理事長 小豆畑 いずみ 

設立年月日 平成16年10月8日 

電話番号 029-295-1701 

 

３ 事業所の概要 

 (1) 事業所の概要 

事業所 デイサービスセンターひばりヶ丘 

指定番号 0872600101 

サービスの種類 指定通所介護、第１号通所介護（介護予防通所介護相当サービス） 

所在地 〒311-0105 茨城県那珂市菅谷528番地 

管理者 田口 日登美 

開設年月日 平成17年10月1日 

電話番号 029-295-1701 

ＦＡＸ番号 029-295-1162 

メールアドレス hibarigaoka＠themis.ocn.ne.jp 
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サービス提供地域 那珂市、水戸市、常陸太田市、東海村、ひたちなか市 

送迎範囲 サービス提供地域内 

    

(2) 設備の概要 

機能訓練スペース 利用者が使用できる充分な広さを持つ機能訓練スペースを設けます。 

その他 以下の設備を設けています。 

・相談室 

・事務室 

・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

・指定通所介護に必要なその他設備及び備品等 

  

(3) 事業所の従業者体制 

 職務の内容 員数 

管理者 業務の一元的な管理 １名 

生活相談員 利用者・家族への相談援助、地域との連絡調整 ２名以上 

介護職員 介護業務 ５名以上 

看護師又は准看護師 健康・保健衛生管理 １名以上 

機能訓練指導員 機能訓練等の指示・助言 １名以上 

その他の従業者  必要数 

 

(4) 営業日等と定員 

営業日 月曜日から土曜日まで 

ただし、年末年始（１２月３１日から１月３日）を除きます 

営業時間 ８時３０分 ～ １７時３０分 

サービス提供時間 ９時００分 ～ １６時１５分 

定員 ３５名 

 

４ サービスの概要 

(1) 介護保険給付対象サービス 

次の指定通所介護については、食費を除き、通常9割（～7割）が介護保険から給付されます。「５ 

利用料等」をご確認ください。 

①  通所介護計画の作成 

 ア 利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、「居宅サービス計画（ケア

プラン）」に沿って「通所介護計画」を作成します。ただし、緊急に指定通所介護、又は第１号

通所事業（介護予防通所介護相当サービス）が必要な場合は、居宅サービス計画等が作成され

る前であっても、指定通所介護、又は第１号通所事業（介護予防通所介護相当サービス）の提

供はできます。 

イ 利用者の要介護・要支援状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、通所介護の目標を設

定し、「通所介護計画」に基づき指定通所介護、又は第１号通所事業（介護予防通所介護相当サー
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ビス）を計画的に行います。 

ウ 利用者が書面により指定通所介護の内容や提供方法等の変更を希望する場合、その変更が

「居宅サービス計画」の範囲内で可能なときは、速やかに「通所介護計画」の変更等の対応を

行います。 

エ 「通所介護計画」の作成及び変更に当たっては、その内容を利用者及び代理人に対し、説明

し同意を得て交付します。 

② 送迎 

身体状況に合った車輌に配慮し、事業所と自宅間（居住実態がある場所を含む）の送迎を行い

ます。 

③ 入浴 

   利用者の心身の状況等に応じて一般浴槽、特殊浴槽にて入浴いただきます。自立支援や日常生  

活動作能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防の

ための声掛け、気分の確認など行います。 

 ④ 健康管理 

   利用日ごとに利用者の健康状態の確認をします。 

⑤ 機能訓練 

利用者の心身の状況等に応じて、自立した日常生活を営む上で必要な生活機能の改善又は維持

するための機能訓練を実施します。 

⑥ 相談・援助 

利用者の生活の向上を図るための適切な相談・援助を行います。 

⑦ その他（介護等） 

 利用者の心身の状況等に応じて、自立した日常生活を営む上で必要な日常生活上の世話、介護、

レクリエーションや行事などを行います。 

・ おむつ、リハビリパンツ、パット利用の方はご持参ください。 

・ 行事によっては、別途参加料がかかるものもあります。 

 

(2) 介護保険給付対象外サービス 

事業所は、利用者又は代理人との合意に基づき、以下の介護保険給付対象外サービスを提供する

ものとします。 

① 食事 

利用者の身体状況・嗜好を考慮した食事を提供します。また、利用者の自立支援に配慮して、可

能な限り離床して食事を摂ることを支援します。 

② おむつの提供 

③ 理美容サービス 

理美容師の出張による理美容サービスをご利用いただけます。 

④ 教養娯楽費 

選択レクリエーションへご参加いただけます。 

⑤ レンタルタオル代 

ご希望により、入浴時のレンタルタオル提供 

⑥ その他（日常生活において通常必要となるものの提供） 
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５ 利用料等 

指定通所介護を利用した場合の「基本利用料」は以下の通りです。お支払いいただく「利用者負担

金」は、原則として基本利用料に利用者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額にな

ります。ただし、支払方法が償還払いになる場合は、利用料の全額をお支払いいただきます。その場

合、お支払いを受けた後、事業所からサービス提供証明書を発行しますので、市町村の介護保険担当窓

口に提出し、後日払い戻しを受けてください。 

 

(1) 第１号通所事業（介護予防通所介護相当サービス）の利用料・・・基本部分、加算、減算の合計

の額となります。 

【基本部分】 

 単位数 

(1単位10.14円) 

費用額 

〈10割〉 

利用者負担額 

１割 ２割 ３割 

所要時間７時間以上 

８時間未満の場合 

要支援１ 1,798単位 18,231円 1,823円 3,646円 5,469円 

要支援２ 3,621単位 36,716円 3,671円 7,343円 11,015円 

 

【加算・減算】 

要件を満たす場合には、上記の基本部分に料金が加算又は減算されます。 

【加算・減算名】 

単位数 

(1 単位 10.14円) 

費用額 利用者負担額 

〈10割〉 １割 ２割 ３割 

若年性認知症利用者受入加算 

若年性認知症患者の特性やニーズに対応したサービス提供を

行った場合 

240 単位/月 2,433円 243 円 487 円 730 円 

栄養アセスメント加算 

管理栄養士の配置（外部との連携による配置も可）、管理栄

養士とその他職種による栄養アセスメントの実施、科学的介

護情報システム（LIFE・ライフ）へのデータ提出とフィード

バックの活用により、PDCA サイクルの推進とサービスの質の

管理を実施した場合 

50 単位/月 507 円 51 円 102 円 153 円 

栄養改善加算 

管理栄養士の配置（外部との連携による配置も可）、利用者

の栄養状態に基づく栄養ケア計画の作成、栄養ケア計画に基

づく栄養改善サービスの提供とその評価を実施した場合 

200 単位/回 2,028円 203 円 406 円 609 円 

口腔機能向上加算 

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員の配置しかつ

利用開始時に利用者の口腔機能を把握した上で口腔

機能改善管理指導計画を作成し、口腔機能向上サー

ビスの提供と定期的な評価を行っている場合 

(Ⅰ) 150 単位/回 1,521円 153 円 305 円 457 円 

(Ⅱ) 160 単位/回 1,622円 162 円 325 円 487 円 

科学的介護推進体制加算 

さまざまなケアにより記録している利用者の状態像に関する

情報について、科学的介護情報システム（LIFE・ライフ）へ

のデータ提出とフィードバックの活用により、PDCA サイクル

の推進とケアの質の向上を図る取り組みを実施した場合  

40 単位/月 405 円 40 円 81 円 122 円 
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送迎を行わない場合 

利用者が自ら事業所に通う場合や利用者の家族が事業所への

送迎を行う場合、片道につき所定単位数を減算 

片道につき 47 単位減 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

介護福祉士の資格者等、経験豊富な職員を一

定の割合配置 

要支援１ 88 単位/回 892 円 89 円 179 円 268 円 

要支援２ 176 単位/回 1784円 178 円 357 円 535 円 

介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ 

介護職員のキャリアアップの仕組みの構築、職場環境改善の

実施事業所に対して支給される 

1月につき所定単位の 12%増 

 

 

 

(2) 指定通所介護（大規模型通所介護Ⅰ）の利用料・・・基本部分、加算、減算の合計の額となりま

す。 

【基本部分】 

 単位数 

(1単位10.14円) 

費用額 

〈10割〉 

利用者負担額 

１割 ２割 ３割 

所要時間７時間以上 

８時間未満の場合 

 

要介護１ 629単位 6,378円 638円 1,276円 1,914円 

要介護２ 744単位 7,544円 755円 1,509円 2,264円 

要介護３ 861単位 8,730円 873円 1,746円 2,619円 

要介護４ 980単位 9,937円 994円 1,988円 2,981円 

要介護５ 1,097単位 11,123円 1,112円 2,225円 3,337円 

 

【加算・減算】 

 要件を満たす場合には、上記の基本部分に料金が加算又は減算されます。 

【加算・減算名】 単位数 

費用額 利用者負担額 

〈10割〉 １割 ２割 ３割 

入浴介助加算 

入浴介助を適切に行うことのできる人員及び設備を有

している場合 

(Ⅰ) 40 単位/日 405 円 40 円 81 円 122 円 

(Ⅱ) 55 単位/日 557 円 56 円 111 円 167 円 

個別機能訓練加算 

機能訓練指導員により個別機能訓練計画を実施した場

合 

(Ⅰ)ロ 76 単位/日 770 円 77 円 154 円 231 円 

(Ⅱ) 20 単位/月 202 円 20 円 40 円 61 円 

ADL 維持等加算 

利用者の日常生活動作（ADL）を Barthel Index(バーセ

ルインデックス)という指標を用いて、６月ごとの状態

変化がみられた場合 

(Ⅰ) 30 単位/月 304 円 31 円 61 円 92 円 

(Ⅱ) 60 単位/月 608 円 61 円 122 円 183 円 

若年性認知症利用者受入加算 

若年性認知症患者の特性やニーズに対応したサービス提供を行っ

た場合 

60 単位/日 608 円 61 円 122 円 183 円 

栄養アセスメント加算 

管理栄養士の配置（外部との連携による配置も可）、管理栄養士

とその他職種による栄養アセスメントの実施、科学的介護情報シ

ステム（LIFE・ライフ）へのデータ提出とフィードバックの活用

50 単位/月 507 円 51 円 102 円 153 円 
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により、PDCAサイクルの推進とサービスの質の管理を実施した場

合 

栄養改善加算 

管理栄養士の配置（外部との連携による配置も可）、利用者の

栄養状態に基づく栄養ケア計画の作成、栄養ケア計画に基づく

栄養改善サービスの提供とその評価を実施した場合 

200 単位/回 2,028円 203 円 406 円 609 円 

口腔機能向上加算 

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員の配置しかつ利

用開始時に利用者の口腔機能を把握した上で口腔機能

改善管理指導計画を作成し、口腔機能向上サービスの

提供と定期的な評価を行っている場合 

(Ⅰ) 150 単位/回 1,521円 153 円 305 円 457 円 

(Ⅱ) 160 単位/回 1,622円 162 円 325 円 487 円 

科学的介護推進体制加算 

さまざまなケアにより記録している利用者の状態像に関する情

報について、科学的介護情報システム（LIFE・ライフ）へのデー

タ提出とフィードバックの活用により、PDCA サイクルの推進と

ケアの質の向上を図る取り組みを実施した場合  

40 単位/月 405 円 40 円 81 円 122 円 

送迎を行わない場合 

利用者が自ら事業所に通う場合や利用者の家族が事業所への送

迎を行う場合、片道につき所定単位数を減算 

片道につき 47 単位減 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

介護福祉士の資格者等、経験豊富な職員を一定の割合配置 
22 単位/回 223 円 23 円 45 円 67 円 

介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ 

介護職員のキャリアアップの仕組みの構築、職場環境改善の実施

事業所に対して支給される  

1月につき所定単位の 12%増 

 

 

(3) その他の費用  

食 費 昼食の提供を受けた場合、１食につき ６５０円 

おやつ代 飲み物の提供を受けた場合、１日につき １００円 

（来所持のウェルカムドリンク・お茶菓子、利用中の飲み物等） 

教養娯楽費 選択レクリエーションへの参加をされた場合、１回につき２００円 

理美容サービス 2000円（実費）    顔そりのみ 800円（実費） 

理美容師の出張による理美容サービスをご利用いただけます 

おむつ代 紙おむつ１枚１２０円、 パンツ型おむつ１枚１００円、 パット１枚４０円 

レンタルタオル ８０円（バスタオル1枚、フェイスタオル2枚） 

キャンセル料 計画に位置づけられた利用日を中止した場合には、次のキャンセル料を申し受けます。 

（体調不良など、やむを得ない事情がある場合はキャンセル料は不要） 

・利用前日までに連絡を頂いた場合は無料  

・利用当日午前8時までに連絡を頂いた場合利用者負担の5％の額 

・利用当日午前8時以降（連絡のない場合を含む）利用者負担の10％の額    

その他 上記以外の日常生活において通常必要となる経費であって、利用者負担が適当と認められる

もの（利用者の希望によって提供する日常生活上必要な身の回りの品など）について、費用の

実費をいただきます。 
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６ 利用料金のお支払方法  

利用料は、１月ごとに計算し、翌月の10日までにご請求いたします 

① 口座引落：サービスを利用した月の翌月の22日または27日（祝休日の場合は直後の平日）に指定

する口座より引き落とします。 

② 現金払い：サービスを利用した翌月に現金でお支払いください。 

 

７ サービスの中止、変更、追加 

①  利用予定日の前に、利用者又は代理人の都合により、指定通所介護の利用を中止、変更するこ

とができます。この場合には指定通所介護の実施日の前日までに事業所に申し出てください。 

② 利用予定日の前日までに申し出が無く、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、キャン

セル料として、５利用料等の(3)に記載の料金をお支払いいただく場合があります。ただし、利用者

の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではありません。 

 

８ 代理人等について 

(1) 事業所では、契約締結に当たり、代理人、連帯保証人及び身元保証人の設定をお願いしていま

す。 

① 代理人は、利用者のご家族又は縁故者若しくは成年後見人等の中から選任していただくものと

します。 

 ② 代理人は原則として連帯保証人を兼ねることとします。但し、事業所と代理人と協議の上、代

理人とは別の者を連帯保証人とすることができるものとします。 

 ③ 連帯保証人は身元保証人を兼ねるものとします。 

(2) 代理人の職務は、次の通りとします。 

 ① 利用者に代わって又は利用者とともに、契約書第８条３項、第10条３項、第20条１項、第21条

１項に定める解約・解除の意思表示及び手続き、その他利用者を代理して行う意思表示、事業所

の意思表示や報告・通知の受領、事業所との協議等を行うこと。 

② 利用者を代理して、又は利用者に代わって、サービス利用料等を支払うこと。 

(3) 連帯保証人の職務は次の通りとします。 

  利用者と連帯して、本契約から生じる利用者の債務を負担すること。  

(4) 身元保証人の職務は、次の通りとします。 

 利用契約が終了した後、事業所に残された利用者の所持品（残置物）を利用者自身が引き取れな

い場合の受取り及び当該受取り又は処分にかかる費用を負担すること。 

 (5) 連帯保証人の負担する保証債務の内容は以下のとおりとします。 

① 連帯保証人が負担する債務の元本は、利用者、代理人又は連帯保証人が死亡したときに、確定

するものとします。 

② 事業所は、連帯保証人から請求があったときは、遅滞なく、利用料等の支払状況や滞納金の額、

損害賠償の額等、利用者の全ての債務の額等に関する情報を提供します。 

③ 連帯保証人が死亡または破産手続開始決定を受けた場合、もしくは連帯保証人について成年後

見が開始された場合は、利用者又は代理人は別の連帯保証人を選任するものとします。 

 

９ サービス利用に当たっての留意事項 
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(1) ご来所の際 

① 利用者又は代理人は、体調の変化があった際には事業所の従業者にご一報ください。 

② 利用者は、事業所内の機械及び器具を利用される際、必ず従業者に声をかけてください。 

 

(2）禁止行為 

  以下の行為につきましては、ご遠慮ください。 

① 事業所敷地内での喫煙・飲酒等 

 ② 従業者又は他の利用者に対し、ハラスメントその他の迷惑行為を行うこと 

③ 事業所内での金銭及び食物等のやりとり 

④ 従業者に対する贈物や飲食のもてなし 

⑤ 従業者及び他の利用者に対する身体的・精神的暴力 

⑥ その他決められた以外の物の持ち込み 

 

10 緊急時の対応 

サービス提供時に利用者の病状の急変が生じた場合、その他必要な場合には、速やかに主治医又は

協力医療機関に連絡等をとるなど必要な措置を講じます。 

 

11 非常災害対策 

事業所は、非常災害その他緊急の事態に備え、必要な設備を備えるとともに、常に関係機関と連絡

を密にし、とるべき措置についてあらかじめ消防計画を作成し、消防計画に基づき、従業者等の訓練

を行います。 

 

12 事故発生時の対応 

指定通所介護の提供により事故が発生した場合には、代理人、市町村、関係医療機関等への連絡を

行うなど必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置について記録し、賠償すべき事故

の場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

13 身体拘束の禁止 

原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行わないことを約束します。ただし、緊急

やむを得ない理由により拘束をせざるを得ない場合には、事前に利用者及び代理人へ十分な説明を

し、同意を得るとともに、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由について記録します。 

 

14 高齢者虐待の防止、尊厳の保持 

利用者の人権の擁護、虐待の防止のために、研修等を通して従業員の人権意識や知識の向上に努め、

利用者の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

利用者の人権及びプライバシーの保護、ハラスメントの防止等のため業務マニュアルを作成し、従

業者教育を行います 

 

15 守秘義務に関する対策 
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事業所及び従業者は、業務上知り得た利用者及び代理人の秘密を洩らさないことを厳守します。ま

た、退職後においてもこれらの秘密を漏らさない旨を、従業者との雇用契約の内容としています。 

 

16 苦情相談窓口 

（１）サービス提供に関する苦情や相談は、当事業所の下記の窓口でお受けします。 

事業所相談窓口 

電話番号   ０２９―２９５－１７０１ 

受付担当  相談員 佐藤 恵美子 

メール   hibarigaoka＠themis.ocn.ne.jp 

 

 

（２）サービス提供に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

苦情受付機関 

那珂市保健福祉部介護長寿課 

那珂市福田1819-5 

電話番号 ０２９－２９８－１１１１ 

ＦＡＸ  ０２９－２９５－４２４４ 

常陸太田市福祉事務所高齢福祉課 

常陸太田市金井町3690 
電話番号 ０２９４－７２－３１１１ 

ひたちなか市 高齢福祉課 

ひたちなか市東石川2-10-1 

電話番号 ０２９－２７３－０１１１ 

（内線７２４２,７２４７） 

ＦＡＸ  ０２９－３５４－１０６２ 

東海村役場福祉部介護福祉課 

那珂郡東海村東海3-7-1 
電話番号 ０２９－２８２－１７１１ 

水戸市役所福祉部介護保険給付係 

茨城県水戸市中央1-4-1 
電話番号 ０２９－２３２－９１７７ 

茨城県国民健康保険団体連合会 

水戸市笠原町978-26 

電話番号 ０２９－３０１－１５６５ 

ＦＡＸ  ０２９－３０１－１５７９ 

茨城県社会福祉協議会 

水戸市千波町1918 

    県総合福祉会館内 

電話番号 ０２９－２４１－１１３３ 

ＦＡＸ  ０２９－２４１－１４３４ 

 

※第三者委員  氏名 船橋 利秋            電話番号029-298-3111 

氏名 根本 衛             電話番号029-297-0783 

公平中立な立場で、苦情を受け付け相談に乗っていただける委員です。 

 

 

 

17 損害賠償 

当事業所において、事業所の責任により利用者に生じた損害については、事業所は、速やかにその

損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。ただし、損害の発生について、利用者
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又は代理人に故意又は過失が認められた場合には、利用者の置かれた心身の状況等を斟酌して減額す

るのが相当と認められた場合には、事業所の損害賠償責任を減じさせていただきます。 

 

事業所は、自己の責めに帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下の各

号に該当する場合には、事業所は損害賠償責任を免れます。 

① 利用者又は代理人が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について故意にこれを

告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合 

② 利用者又は代理人が、サービスの実施のため必要な事項に関する聴取、確認に対して故意にこれ

を告げず、又は不実の告知を行ったことに専ら起因して損害が発生した場合 

③ 利用者の急激な体調の変化等、事業所が実施したサービスを原因としない事由に専ら起因して損

害が発生した場合 

④ 利用者又は代理人が、事業所及び従業者の指示・依頼に反して行った行為に専ら起因して損害が

発生した場合 

 

18 提供するサービスの第三者評価の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施の有無 有 ・ 無 

実施した直近の年月日 年   月   日 

実施した評価機関の名称  

評価結果の開示状況  
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令和  年  月  日 

 

指定通所介護の開始に当たり、利用者に対して利用契約書及び本書面に基づいて重要事項を説明し交

付しました。今後、この重要事項説明書に変更が生じた場合は、文書にてお知らせし、同意をいただく

こととします。 

 

＜事業所＞ 

所在地   茨城県那珂市菅谷528番地 

事業所名  デイサービスセンターひばりヶ丘 

 

管理者名  田口 日登美 

 

説明者 

 

 

私は、利用契約書及び本書面により、事業所から指定通所介護について重要事項説明を受け同意しま

した。 

 

＜利用者（契約者）＞ 

住所  

 

氏名 

 

 

＜代理人＞ 

住所 

 

氏名 

 

電話番号 

 

 

＜連帯保証人兼身元保証人＞ 

住所 

 

氏名 

 

電話番号 

 


